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シンポジウムテーマ 在宅死の現状について 
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講師情報 

ふりがな 
姓 

ますざき 
名 

たかひろ 

ご芳名 増崎  孝弘 

ご所属 株式会社メディヴァ コンサルティング事業部 

部署  役職  
 

演題名(80字以内) 

死亡場所が自宅である死亡者における、本当の意味での「自宅看取り」件数と、自宅「異状死」の件数、そ

の内訳と実態 ～横浜市の死亡診断書全件分析を通じて～            

ご略歴(300字以内) 

慶應義塾大学大学院政策・メディア研究科修了。 

2011年株式会社メディヴァ入社。医療機関やヘルスケア関連企業へのコンサルティングを経て、2012年より

横浜市青葉区、筑西市、練馬区など複数の自治体に対する 地域包括ケアシステム構築の支援業務を担当、現

在に至る。2014年度政策研究大学院大学医療政策短期特別研修修了。 

講演概要(1000字以内) 

目的 

この調査・分析は、神奈川県横浜市の年間の全死亡者の死亡診断書データを解析することで、市民の看取り

の実態を明らかにし、特に自宅で亡くなったとされる市民の死亡が、在宅療養の末の「自宅看取り」であっ

たのか、自宅における「異状死」であったのかを把握することを目的とする。 

方法 

今回分析に用いた死亡診断書データは、２０１１年から２０１３年の３年間で死亡した全横浜市民９８，３

０８人分で、株式会社メディヴァが横浜市からの委託を受け、統計法３３条に基づき、厚生労働省に利用申

出を行った。 

個人情報を落とした形で取得したデータは、看取りの実態分析のために必要な「死因」「死亡場所」「診断書

を発行した医療機関」という要素を軸にエクセル上で標準化を行い、ピボットテーブルでのクロス分析が可

能な状態に加工した。 

特に今回の分析では、「異状死」を詳細に特定するため、横浜市内の監察医や解剖医等を把握した上で、彼ら

によって、自宅での病死・自然死扱いで死体検案書が発行された市民を切り分け、ピボット分析を行った。 

結果 

文字数の制限の関係上、２０１３年の１年間で死亡した３２，９７４人に限る。まず、この内、死亡時の現

住所が横浜市内にあった死亡者は３１，５７３人だった。このうち１５．４％に相当する４，８４７人が、

自宅における死亡者だった。 

このうち８６．５％に相当する４，１９５人の死因は病死・自然死で、残りは不慮の事故や自殺等の「異状

死」だった。しかしこの８割超の自宅で病死・自然死した人のうち、４５％に相当する１，８９０人は、監

察医や大学の解剖医が絡んだ、隠れた「異状死」であった（尚、このうち心疾患が５４％を占め、最大の死

因だった）。残りの２，３０５人という数字が、いわゆる在宅医による“自宅看取り数”に近いと考えられる

が、この数字は、自宅で死亡した全市民４，８４７人の４７．６％に過ぎない、ということが明らかになっ

た。（尚、こちらは悪性新生物による死亡が４６％を占め、最大の死因である） 

考察 

死亡診断書からは、死亡者の性別や年齢、住んでいたエリア等も把握可能なため、どういった属性を持つ人

が自宅で「異状死」しやすい傾向にあるか、事細かな分析も可能である。これらの状況から、死亡診断書デ

ータの解析と、それによる自宅看取りの実態把握は、これからの地域包括ケアシステムの構築を推進してい

く上で、重要なツールの一つになり得ると考えられる。                         

 


